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第３８５回 入札監理小委員会議事次第 

 

 

                          日  時：平成27年10月13日（火） 16:53～17:55 

                          場  所：永田町合同庁舎１階 第１共用会議室 

 

 

１ 開 会 

 

２ 議 事 

 １．実施要項（案）の審議 

  〇文化庁メディア芸術祭の企画・運営（文化庁） 

  〇劇場・音楽堂等基盤整備事業（文化庁） 

  

 ２．その他 

   

<出席者> 

（委 員） 

 古笛主査、清水専門委員、石村専門委員、石田専門委員 

 

（文化庁） 

 文化部芸術文化課支援推進室 石垣室長 

 文化部芸術文化課支援推進室メディア芸術交流係 横尾係長 

 

（文化庁） 

 田村長官官房付 

 文化部芸術文化課文化活動振興室 饗場室長補佐、見野専門職 

 

（事務局） 

 新田参事官、澤井参事官 
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○古笛主査 それでは、ただいまから第385回入札監理小委員会を開催いたします。 

 本日は、 

 ①「文化庁メディア芸術祭の企画・運営」 

 ②「劇場・音楽堂等基盤整備事業」 

の実施要項（案）についての審議を行います。 

 最初に、「文化庁メディア芸術祭の企画・運営」の実施要項（案）についての審議を行

います。 

 実施要項（案）について、文化庁文化部芸術文化課支援推進室石垣室長より御説明をお

願いしたいと思います。 

 なお、御説明は15分程度でお願いいたします。 

○石垣室長 文化庁の石垣でございます。よろしくどうぞお願い申し上げます。 

 机上の資料に沿って御説明させていただきます。 

 まず最初に、文化庁メディア芸術祭の意見募集結果等々について始めさせていただきた

いと思います。 

 先生方御存じのとおり、メディア芸術祭は、入札実施要項に基づいて実施し今回で２回

目です。Ａ－３については、ここに書いてあるとおりで、電子政府の総合窓口（ｅ－Gov）

に基づきまして、９月４日から17日の間に意見募集をさせていただきました。ここには１

件となっていますが、実際には２件来ています。ただし、その１件は、本件と全く関係な

い内容のものでしたので、１件としています。 

 意見の概要は、要項の中に「関連イベント」があるのですが、「関連イベント」とは何

を指すのですかということで、中身、内容というよりは、どういった具体的なものという

ようなことです。 

 回答案は、実際に27年度においては、別紙５の34ページに、具体的にこの「関連イベン

ト」を記載していますので、修正は「なし」という形にさせていただきたいと思っていま

す。 

 次が参考資料で、「第19回からの変更箇所」について御説明申し上げます。 

 メディア芸術祭については、平成９年度に第１回目を開催し、平成28年度については第

20回という記念の年になります。したがいまして、平成28年度については、20回を記念す

る特別な企画展を実施予定です。この内容については、今までのメディア芸術祭の受賞内

容や、今のメディア芸術祭がどういう形になっているのか踏まえた上で、企画させていた

だきたいということを考えています。第20回のコンテストに基づく優秀なものについての

受賞作品展については、平成29年度に実施させていただきたいということで、28年度につ

いては、受賞作品展は実施しないことにしています。 

 変更点の上から２つ目ですが、受賞作品展、贈呈式及び祝賀会の開催、受賞作品集の制

作・発行の部分については、全体を通して削除し、募集要項をまとめています。 

 業務内容についても同様で、受賞作品展、贈呈式等々については削除し、「公共サービ
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スの実施に当たり確保されるべき質」の面についても、受賞作品展等々にかかわるものに

ついては、全て削除しています。 

 それと、「民間事業者に望まれる経験・能力等」で、国際的なコンテスト等で業務実績

があることということで、「国際的なコンテスト等」という形に変更させていただいてい

ますが、19回については、「国際的な展覧会」という形にしていますが、平成28年度はコ

ンテストのみになりますので、このような形にしています。 

 それと、「コンテスト部分に特化した記載に変更」ということで、コンテストだけに特

化した形に変更をしています。 

 次の資料ですが、契約状況等の推移という資料があろうと思います。今までは企画競争

でしたが、27年度からは民間競争入札ということで、一般競争入札で、総合評価落札方式

にしています。落札率は99.95％となっています。 

 以下、参加資格については、27年度については、Ａ、ＢまたはＣ等級にしています。 

 事業実施者は、公益財団法人画像情報教育振興協会（CG-ARTS）が受託しました。 

 上記以外の応札ということで、実際には、株式会社テレビマンユニオンも応札されてい

たのですが、技術審査で除外となっています。これは、３名の委員のうち１名の委員が、

業務実施体制の必須項目について満たしていないというようなことで、点数を入れなかっ

たため、必須項目ですので、除外となっています。応札者は１者と書いていますが、括弧

で（２者）となっています。 

 説明会の参加者数は５者集まりました。これについては、24、25の応札がありましたNHK

インターナショナル、テレビマンユニオン、CG-ARTS協会と、あと、イベント会社が２者で

した。結果として、応札があったのは２者でした。 

 それと、以下、仕様書の数量等の明確化、評価基準の明確化、入札参加が期待される者

へ個別掘り出し、アプローチも実施しました。 

 契約年数は１年で、 「発注者が把握している上記条件下での応募可能企業数」を２者

とするのか、３者とするのかという意見があるかと思いますが、それと、過去に受注した

事業者が１者あるということで２者と整理さしています。 

  入札不参加の理由としては、事業規模が大きいことと専門性が高いことから、実施体

制を整えにくいことと、単年度契約なため、人材確保が難しいというような御意見をいた

だいています。 

 それでは、実施要項について、簡単に御説明をさせていただきます。 

 「民間競争入札実施要項（案）」１ページの「趣旨」は変わっていません。文化庁は公

共サービス改革基本方針別表において民間競争入札の対象として選定された「文化庁メデ

ィア芸術祭の企画・運営」について、公共サービス改革基本方針に従って、民間競争入札

実施要項を定めるということは変わっておりません。 

 ２．「文化庁メディア芸術祭の企画・運営の詳細な内容及び実施に当たり確保されるべ

き質に関する事項」で、「（１）文化庁メディア芸術祭の目的」ですが、回数が重なって
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いるだけで、目的は変わっていません。 

 ４行目になお書きがございます。平成28年度［第20回］文化庁メディア芸術祭について

は、作品の公募、審査、記者発表会及び平成29年度実施の受賞作品展の開催案内を平成28

年度に、平成28年度については、受賞作品の展示・上映等を平成29年度に実施するという

ことで、先ほど御説明申し上げた内容をこちらに記載していています。 

 「業務の概要」は次の２ページですが、一番上に、実行委員会事務局の設置から、⑥と

して、調査・記録・報告等の実施と、６つございます。従前は、これに加えて、受賞作品

展の開催とかそういったものが加わって９つを、６つにしています。 

 （３）「民間競争入札の対象となる文化庁メディア芸術祭（コンテスト）の企画・運営

の詳細な内容」ということで、業務期間が28年４月１日から29年３月31日、②の業務内容

ですが、業務実施上の留意点は変わっていません。イ．として、実行委員会の設置に関す

る業務から３ページのコンテストの開催に関する業務についても、内容は変わっていませ

ん。 

 ５ページですが、業務のうち、関連イベントの企画・実施で、コンテストの実施中、応

募促進及びメディア芸術祭に関する理解・普及を促すためのイベントを実施についてで、

平成27年度に実際に実施していますので、その実績を踏まえ、新たに追加しています。 エ．

宣伝・広報に関する業務、６ページのメディア芸術祭の公式ウェブサイトの企画、構築、

運用及び保守、それと、８ページのメディア芸術祭等関連事業との連携に関する業務、調

査・記録・報告等に関する業務、９ページの知的財産権の扱い、10ページになりますが、

業務引き継ぎ方法については、内容は変わっていません。 

 10ページの真ん中の「（３）対象公共サービスの実施に当たり確保されるべき質」で、

こちらに６つ挙げていますが、従来は、これに加え、受賞作品展における不備や過失によ

る損失等が入っていましたが、それについては削除しています。 

 「創意工夫の発揮可能性」、（５）「契約の形態及び支払」、「法令変更による増加費

用及び損害の負担」は、内容は変わっていません。 

 ３．「実施期間に関する事項」、４．「入札参加資格に関する事項」等々については、

内容は変わっていません。 

 13ページ「入札に参加する者の募集に関する事項」については、スケジュールを27年度

から28年度に変えています。27年度［第19回］についての実際のスケジュールを申し上げ

ますと、入札公告が平成27年１月22日、入札説明会が１月29日、入札書提出期限が２月13

日、入札公告から入札書提出期限まで23日間設けています。今回も、同様に、20日以上設

けることにしています。開札が２月27日でしたので、28年度についても、同様の期間を設

けさせていただこうと思っています。 

 15ページ「落札者を決定するための評価の基準その他落札者の決定に関する事項」につ

いても、基本は変わっていません。ただし、下から２つ目のｂ）の「民間事業者に望まれ

る経験・能力等」の「経験・能力等」ですが、ここに「国際的なコンテスト等」となって
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いますが、前回は「国際的な展覧会」ということになっています。 16ページ、17ページ

については、内容は変わっていません。 

 18、19、20、21、22、23、24ページまでの内容については変わっていません。 

 25ページですが、「評価項目一覧」です。これも、上から４つ目の「民間事業者に望ま

れる経験・能力等」で、「国際的なコンテスト等」となっていますが、これは「国際的な

展覧会」というものから変えたところです。 

 26ページ「従来の実施状況に関する情報の開示」は26年度の新しく経費について記入し

ています。それと、27も同様で、26年度に要した人員について記述しています。 

 28ページも同様に、26年度の作品の実績ということで記入しています。 

 29ページは、第18回の業務スケジュール、以下、開催要項等々を記入しています。 

 33ページについては、「平成27年度［第19回］の実施実績」で、今年度、終わった部分

まで記入しています。 

 34ページについては、２．「平成26年度［第18回］の実施実績」を記入しています。 

 39ページは、「応募作品についての推移」で、26年度［第18回］が3,853作品、71の国・

地域から応募をいただいています。 

 参考に、27年度を申し上げますと、応募総数が全体で4,417作品、86の国と地域で、4,000

を超える作品が応募されているというような状況です。 

 40ページについては、公式ウェブサイトのページ構成で、雑駁ですが、全体の内容につ

いて御説明させていただきました。 

 以上でございます。 

○古笛主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました本実施要項（案）について、御質問・御意見

のある委員は御発言をお願いいたします。 

○清水専門委員 この内容で、１者で事実上契約をされているのですけれども、複数の業

者が応札できるような努力というか工夫は何かされているところがあるのですか。 

○石垣室長 先ほど、こちらの資料でも御説明申し上げましたとおり、まず、競争参加資

格のところで緩和しています。これだけの額になりますと、ＡまたはＢというところが普

通ですが、これをＣまで下げています。Ｃは一番最低の資格ですが、Ｃであったとしても、

質のところで担保されるということで、Ｃまで下げさせています。 

 それと、１者で応札できない場合は、事業体を組んでいただいて、それで応札できると

いうようなこともしています。 

 ほかの一般的な事業でもそうですが、説明会を実施したり、過去に応札があったところ

に対しては私どもからお声がけをさせていただいています。考えられることは、今の段階

では実施しているとと考えています。 

○清水専門委員 前回の説明会に参加された５者は、その後、どうして応札しなかったか

という理由の中に、先ほど、事業規模が大きいことと単年度契約であるということを説明
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されていたと思うのですけれども、そういう参加しようとしている業者に対して応えるよ

うな形での工夫は何かされているのですか。 

 そういうものがないとなかなか応札者が増えてくるのは考えにくいのではないかなと思

います。 

○石垣室長 事業規模が大きいというお話については、事業規模を縮小するとか、または、

事業をあるカテゴリーごとに割ってしまうという考え方はあろうかとは思うのですが、た

だ、そうしますと、事業に経費がかかりますので、全体とすれば、今まで以上にかかって

しまい、ある意味非効率になってしまうのではないかと考えています。 

 国の会計上このような事業については、単年度契約をせざるを得ない部分がございます。

効率的な実施を今の会計制度の中でということになると、現状の形になるのではないかと

考えています。 

○清水専門委員 単年度契約のところですけれども、これがどうしても複数年度契約にで

きないという理由は何かあるのですか。ほかのところでは、複数年度でやるところもあり

ますね。 

○石垣室長 例えば国立の美術館とか、独立行政法人であれば、５年間まとめてできるの

ですが、それは独立行政法人制度の中でですね。 

○清水専門委員 先ほどおっしゃられた競争を担保するためというか、促進していくため

に工夫されたというところで、そういう工夫があったことによって、今後、参加してくれ

るような業者が増えるかどうかという見込みみたいなものは今お持ちですか。やってみな

いとわからないですか。 

○石垣室長 実際、先生のお言葉を借りれば、やってみないとわからないところがあろう

かとは思うのですが、ただ、いろいろ可能性があるところについては、待っているのでは

なくて、こちらから積極的に情報は提供したいと思っています。実際に参加したいという

お話もさせていただいているところですので、さらに、それを進めていこうと考えていま

す。 

○清水専門委員 それは積極的に進めていただけるということですね。 

○石垣室長 はい。 

 それと、私どものメディア芸術祭だけではなくて、メディア芸術祭と同様な事業も実施

してございますので、そういうところで、ある意味専門性はあるので、そういったところ

の情報も提供させていただこうとは思っています。 

○清水専門委員 技術的な側面とかが私も素人でよくわからないので、どのくらい増える

かというのは論じられないのですが、競争性の担保という意味では、なるべく考えられる

ことを積極的に進めてもらいたいと思います。 

○石田専門委員 今回の入札実施要項（案）はここまで固まっていらっしゃるので、この

ままでという感じはするのですけれども、先ほどの中に、カテゴリーを分轄すると、かえ

って、非効率になるのではないかというようなお話がありましたけれども、２ページの事
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業の内容を見ると、事務局の設置・運営とコンテストの開催と芸術祭の宣伝・広報とウェ

ブサイトの企画、構築、運用ですね。広報系のもの、つまり宣伝・広報とウェブサイトの

企画、構築については、今の受けていらっしゃる公益財団法人もどこか下に投げているの

ではないかなという気がします。なので、例えばカテゴリーごとにすると、かえって、非

効率ということではなくて、カテゴリーごとにして、上限の入札予定価格みたいなものを

こちらできちんとおやりになれば良いと思うのです。そうすれば入札者数は相当増えるよ

うな気がするのです。ウェブサイトはすごくたくさん業者があるので、そこでコンペをす

れば、必ずいい企画をしてくるところがあると思います。宣伝・広報なんていうのも、予

算の上限を見せないにしても、この事業の中で、前年度の事業者がここについてこれぐら

いでやったというのを出せば、カテゴリーごとに分けておやりになっても、逆に、競争性

は働くし、事業規模がちょっと小さくなって、たくさんの人が参加してくるような気がす

るのです。だから、今回やってみて、また、入札参加者が少ないときには、ちょっといろ

いろなことをお考えになられてもいいのではないかなという気がしましたという感想です。 

 あと、もう一点、公式ウェブサイトの企画、構築は、毎年ウェブサイトの作りはがらっ

と変わるのですか。それとも、ちょっと日付が変わるぐらいですか。 

 もしも、日付が変わるぐらいで、大きく変わらないのであれば、前年の受注者が非常に

有利になりますね。HTMLでつくるということで、ちょっと上書きすればいいというのと、

全く新しく入って、ウェブサイトを構築するのとでは全然違うと思うので、その辺はどう

なっていらっしゃるのでしょうか。 

○横尾係長 サイトは、毎年HTML等は一からの構築になっています。 

○石田専門委員 全部一からですか。 

○横尾係長 はい。 

○石田専門委員 ここの受けているところが専門スタッフを雇って構築しているのか。ウ

ェブサイトの業者がたくさんいるので、逆に、そこに委託しているかどうかというところ

の御事情まではわかりませんか。 

○横尾係長 委託先が相見積もりをとった上で、一番低価格なところに依頼をしています。 

○石田専門委員 だから、そのカテゴリーごとでやっても、全然オーケーということです

ね。逆に、相見積もりをとってというのは、そこのところだけ切り出して競争入札にして

しまえば、同じ効果は出ると思うのですね。変な話、こちらの公益財団法人は、相見積も

りをとって、一番安いところでプレゼンをやってもらってやっていたら、もしかしたら、

今はウェブサイト業者が増えているので、下がっていればそこの差額は、言葉は悪いです

が、もうかってしまうという話になると思いますし、広く競争をしてもらうという分には、

入りやすいカテゴリーに分けるというのもあるかもしれないですね。だから、１つのとこ

ろは核としていろいろ仲介をするコーディネーターの役割としてはあるけれども、ウェブ

サイトとか、広報・宣伝は別にしてもできるのだったらと。今回、応札者が少なかったら

是非、お考え頂きたいです。 
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 先ほどの27年度のところで、発注者が把握している上記条件下での応募可能企業数２者

というのは、これはもう一つのNHKインターナショナルのことですか。 

○石垣室長 はい。 

○石田専門委員 説明会に来たほかの４者はだめということですか。 

○石垣室長 この２者は、今まで経験したことのある者であるいうぐらいの意味合いでと

っていただければと思います。 

○石田専門委員 わかりました。 

○石垣室長 先生が今お話のあったことですが、全体をコーディネートする者はどうして

も必要になると考えていますので、そうすると、そこが全体をコントロールし、内容も含

めながら、責任を持って全体を一つのものにしたほうがより効率的ではないかと考えてい

ます。 

○古笛主査 今回、これでやってみて、また、１者しか入札がなかったということであれ

ば、本当にカテゴリーごとに分轄できないのかどうなのかというところなども御検討をい

ただくということで、今回はこの方針でということで進めさせていただけたらと思います

が、よろしいでしょうか。 

○石垣室長 はい。 

○古笛主査 それでは、本実施要項（案）の審議は、これまでとさせていただきます。 

 事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○古笛主査 それでは、本実施要項（案）については、本日をもって小委員会での審議は

おおむね終了したものとして、改めて、小委員会を開催することはせず、実施要項（案）

の取り扱いや、監理委員会への報告資料の作成については、私に一任いただきたいと思い

ますが、委員の先生方よろしいでしょうか。 

（各委員了承） 

○古笛主査 ありがとうございます。 

 今後、実施要項（案）の内容等に何か疑義が生じた場合には、事務局から各委員にお知

らせし、適宜、意見交換をさせていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 本日はありがとうございました。 

（文化庁①退室・文化庁②入室） 

○古笛主査 続きまして、「劇場・音楽堂等基盤整備事業」の実施要項（案）についての

審議を行います。 

 最初に、実施要項（案）について、文化庁長官官房付田村様より御説明をお願いしたい

と思います。 

 なお、御説明は15分程度でお願いします。 

○田村長官官房付 芸術文化課の文化活動振興室長の職を命じられております長官官房付

の田村と申します。今日はどうぞよろしくお願いいたします。 
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 最初に、「劇場・音楽堂等基盤整備事業」の概要について少し御説明した後に、実施要

項（案）について御説明させていただきたいと思います。 

 先生方も御案内かと思いますが、平成24年６月に、「劇場・音楽堂等の活性化に関する

法律」が施行されたところでございまして、この法律は一言で言いますと、我が国の劇場

や音楽堂、文化会館、文化ホール等に係る現状や課題を踏まえて、文化芸術振興基本法と

いう別の法律がございますけれども、その基本理念にのっとって、劇場・音楽堂等の活性

化を図ることにより、我が国の実演芸術の水準の向上を通じて、実演芸術の振興を図り、

もっと心豊かな国民生活及び活力のある地域社会の実現等に寄与することを目的として制

定、施行された法律でございます。 

 この法律の施行に伴いまして、それまでの既存の劇場・音楽堂に関するプログラムを、

後で、また、ちょっと触れますけれども、リニューアルさせていただきまして、「劇場・

音楽堂等活性化事業」という新しいパッケージで、25年度からスタートさせていただいた

ところですが、本日御説明させていただきます「劇場・音楽堂等基盤整備事業」という事

業ですけれども、我が国の文化拠点である劇場・音楽堂等について、そうした実演芸術に

関する活動や劇場・音楽堂等における事業が自主的・主体的に行われるようにするための

情報提供及び研修等を実施することにより、劇場・音楽堂等の活性化のための基盤整備を

行うための単年度の委託事業という形で実施しているものでございます。 

 この基盤整備を行うことを目的とした本事業ですけれども、今申し上げました、劇場・

音楽堂等の活性化に関する法律と、その後に、平成25年３月に告示いたしました「劇場・

音楽堂等の事業の活性化のための取組に関する指針」という取組指針に示された事項をも

とに、大きく２つの柱から、情報提供事業と研修・交流事業の２つの柱より構成されてお

ります。 

 資料の実施要項（案）をご覧いただきたいと思います。 

 まず１ページをご覧いただければと思います。 

 １ページの下から、「情報提供事業」の御説明をしております。①として、「芸術文化

情報提供事業」の（ａ）は、２ページに移りますけれども、この情報提供事業は、劇場・

音楽堂等の事業や管理・運営に関する情報、それから、我が国の文化芸術に関する情報と

いった文化芸術振興に関する情報の収集に努めること、それらの情報をウェブサイト等を

通じて広く提供し、劇場・音楽堂等の活性化を支援するものでございます。 

 それから、その下の（ｂ）は「劇場・音楽堂等への芸術文化活動支援」になります。こ

ちらはどういうことかといいますと、劇場・音楽堂等に支援員として専門家を派遣するこ

とにより、自主事業の企画・実施、それから、施設の管理・運営等に関する指導・助言を

行い、劇場・音楽堂等の活性化を支援するものや、日ごろの劇場・音楽堂等の相談に対応

するなど、劇場・音楽堂等への芸術文化活動を支援することを内容としております。 

 次の３ページの真ん中のちょっと下辺りにございます②ですけれども、「研修教材の製

作企画・編集・発行」でございます。こちらは劇場・音楽堂等における施設運営や人材育
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成事業等に活用するための研修教材を作成していただき、劇場・音楽堂等の運営のための

実践的な知識とか、技術を取得するための研修に効果的な教材を提供することによって、

劇場・音楽堂等における自主的・主体的な芸術文化活動を支援することを目的としており

ます。 

 以上が１つ目の柱の情報提供事業でございます。 

 続きまして、研修・交流事業になります。次のページの４ページをご覧ください。 

 まず③のアートマネジメント研修会、それから、次のページにあります４番目の技術職

員研修会の開催でございます。研修事業ですけれども、劇場・音楽堂等の活性化や地域の

文化芸術の振興等を目的としたアートマネジメントの研修会を全国及び各地域において開

催するものであります。また、舞台技術に関する専門的知識や技能の向上を目的とした技

術職員対象の研修会も同様に行うものであります。 

 全国の研修会ですけれども、各劇場、音楽堂等の館長等の施設経営者や舞台技術管理者、

中堅職員、それから、地方公共団体の文化芸術振興の担当者などを中心に参加していただ

くことを想定しております。 

 一方、地域別の研修会は、全国７つの地域において、優れた自主事業等を企画する能力

の育成とか、舞台技術を円滑に行うために必要な技能など、経験が３年目から５年目ぐら

いの若手の職員の方を中心に参加していただく研修会でございます。 

 ６ページに飛んでいただきます。「⑤劇場・音楽堂等スタッフ交流研修事業」でござい

ます。交流事業になりますけれども、劇場・音楽堂等のアートマネジメントや舞台技術等

の専門職員の資質向上を図るため、中堅の職員が国内の他の劇場・音楽堂等において行う

実務研修とか、大学と連携したインターンシップの受け入れによる学生の実務研修を行う

など、劇場・音楽堂等における人材の交流研修を行うものであります。 

 また、おおむね10年以上の実務経験を有した職員を対象に、海外の劇場・音楽堂等の先

進的な事例や優れた取組を取得することで、国内の劇場・音楽堂等の一層の水準向上を目

的とした研修を行うものであります。 

 以上の事業については、我が国の劇場・音楽堂等において行われる実演芸術に関する活

動や劇場・音楽堂等の事業を行うために必要な人材の養成を強化していくために必要不可

欠な事業でございます。この事業を通しまして、劇場・音楽堂等の事業の活性化と実演芸

術の水準の向上を図るとともに、地域の住民が質の高い芸術文化活動に触れられるように

するための基盤を整備することを目的としております。 

 以上が大体事業の概要になります。 

 それから、今回御説明を求められております、事業開始後にリニューアルした理由につ

いて少し御説明をいたします。 

 本事業においては、従前の「優れた劇場・音楽堂等からの創造発信事業」という事業名

で行っておりました事業の中の地域の劇場・音楽堂等の活性化による地域文化力の発信・

交流の推進を委託事業として実施していたものを、平成24年度に事業を一旦廃止し、25年
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度より、「劇場・音楽堂等活性化事業」の一部を構成する内容としての「劇場・音楽堂等

基盤整備事業」として実施しているものでございます。 

 平成24年度に廃止した理由として、冒頭少し御説明をいたしました、平成24年に施行さ

れた「劇場・音楽堂等の活性化に関する法律」の施行及びそれに伴う、「劇場・音楽堂等

の事業の活性化のための取組に関する指針」の告示により、これらの法律、それから、告

示の内容をよりきめ細やかに反映した形にすべく事業の内容を見直したものでございます。 

 具体的には、劇場・音楽堂等への支援員の派遣において、これまでの１劇場・音楽堂へ

の派遣に加え、地域全体で抱える課題解決に応えるため、その地域の複数の劇場・音楽堂

等を対象に支援員を派遣することができるようにしたこと。それから、劇場間の連携協力

体制を構築するための研修を行うなど、それまでの地域文化力の発信にとどまることなく、

劇場・音楽堂等の連携による基盤の整備を構築するための事業の見直しを図ったものでご

ざいます。 

 それから、本事業を行うに当たって、文化庁で設定させていただきました「確保すべき

サービスの質」について御説明いたします。実施要項（案）の７ページをごらんください。

（４）以降に記載してございます。 

 本事業の質については、今まで申し上げてきたような劇場・音楽堂等の活性化の基盤整

備を目的とする事業でございますので、こうした基盤整備に資する評価水準を設定し、評

価内容をできるだけ具体化したところでございます。 

 それから、後ろにつけさせていただいております別紙２において、過去の事業状況に関

する詳細な情報を開示し、過度な質の設定にならないように、それぞれの目標値の設定に

努めているところでございます。また、民間事業者の新規参入にも支障のないサービスの

質を設定させていただいているところと考えているところでございます。 

 それから、競争性を確保するために講じる予定の措置についてですけれども、まず、８

ページをご覧いただくと、４番に「入札参加資格に関する事項」を掲載させていただいて

おります。入札参加資格に関しては、なるべく幅広い候補者が募れるように、可能な限り

広く設定させていただく方向で案をつくらせていただいたところでございます。 

 それから、今の別紙２に戻りますけれども、同じく、競争性を確保するために講じる予

定の措置として、過去の事業状況に関する情報をできるだけ開示し、本事業の実施内容及

び実績をより明確に御説明することで、入札参加事業者の増加につなげたいと考えており

ます。 

 それから、スケジュールを９ページの下に書かせていただいておりますけれども、入札

公告から入札書提出までの期間も、従来よりも２週間ほど延長させていただく予定でござ

いまして、企画提案書の準備のための期間も十分に確保する形で実施させていただきたい

と考えております。 

 以上が、ざっと一通りでございますが、御説明をさせていただきました。どうぞよろし

くお願いいたします。 
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○古笛主査 ありがとうございました。 

 それでは、ただいま御説明いただきました本実施要項（案）について、御質問・御意見

のある委員の先生は御発言をお願いいたします。 

○石田専門委員 今回の競争入札とはちょっと外れるかもしれないのですけれども、これ

は法律と指針に基づいてということですが、この法律の最終的な目標は何ですか。国民は

高齢化しているわけですね。だけど、劇場・音楽を楽しむ人数を増やすということですか。

何なのですかね。 

○田村長官官房付 簡単に言いますと、我が国における劇場・音楽堂等としての機能を有

している施設の多くは、文化会館とか文化ホールといった文化施設が多いわけですけれど

も、これらの文化施設における芸術文化活動は、今までのところですと、どうしても貸し

館としての運営といいますか、そういった形での公演が中心になっているところで、要は、

劇場・音楽堂としての機能をもっと主体的に発揮していただけるような環境を整えていこ

うというのがこの法律の趣旨です。 

 もう一つは、実演芸術団体の活動拠点が大都市圏に集中する傾向がございますので、相

対的に地方で多彩な実演芸術に触れる機会が少ないという現状がございますので、この法

律による規定及び取組方針に基づいたさまざまな取組を通じて、地方でも多彩な実演芸術

にもっと触れる機会を増やしていこうと。そのためには、各地域にあります劇場・音楽堂

等がもっといい仕事をしていく必要があると、そういう趣旨から設けられた法律です。 

○石田専門委員 そうすると、今、地方で多彩なという、その地方の対象館数はどれくら

いになるのでしょうか。 

 あと、実施事業の数がふえればいいのですか。実施事業の数が増えて、入場者数が増え

ればいいのですか。 

 というか、何でそんなことを聞くかというと、これは、名称は変わっていますけれども、

資料は23年からです。けれども、その前からおありになるのであれば、やっていることは

ずっと変わっているのか、変わっていないのかということと。 

 ここで伺うことではないのですけれども、この事業は、本当にこの法律の目標達成にた

いして効果的なのかということと、受け手の地域の人たちは、この研修で本当に変わって

いっているのだろうか。ニーズはあるのだろうか。ちょっと外れるような、外れないよう

な。というのは、なぜかというと、「確保されるべきサービスの質」で、何をすればサー

ビスの質を確保されるのだろうなと。毎年同じことをやっていて、例えば地域の文化ホー

ルで担当者が５人いて、１人参加するのは効果があるのか。参加する側は、お金は一切か

からないのですか。参加費は徴収するのですか。 

○見野専門職 参加費についてはかかってはおりません。 

○石田専門委員 １つの館から最低１人ですか、２人でも３人でもいいのですか。 

○饗場室長補佐 人数は、何人ということには特にはしていないところです。 

○石田専門委員 研修の内容が毎年同じであっても、タダで行けるのだったら行ってしま
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おうかというふうになってしまうのではないかなということです。 

 あと、研修のアンケートは、直後にとると、大概は「よかった」と書くのですね。その

後、地元に戻って、フィードバックできたかどうかというのはまた別の話なので、そこま

でを追いかけて「サービスの質」を担保するのは難しいとは思うのですけれども、どうな

のでしょう。 

 対象の館に比べて、参加率はどれぐらいとかというデータはあるのですか。 

 例えばプログラムを出すわけですね。これはおもしろそうだ、うちのためになるから行

こうと言って殺到して、殺到したら抽選になってしまうぐらいなのか、それとも、大体１

人ぐらいはタダだから行っておいでよと行く感じなのか、その辺がよくわからないのです。 

○田村長官官房付 全国にこういう公共の文化施設は大体2,000近くあるのですけれども、

館の事情は地域それぞれ、同じ地域の中でも、また、館によってそれぞれというところが

ありますので、そこは各地域のホールによっても受けとめ方もいろいろだと思います。 

必ずしも、我々は全部の館が必ず手を挙げてくれることを期待してこういう事業を委託

しようとは、さすがにそこまではちょっと思っていませんけれども、ただ、実績は上がっ

ているのかという御指摘ですけれども、私も今のここの担当になって、まだ二月ぐらいで

ございますけれども、結構いろいろな地域から、この事業を活用させていただいて新しい

取組をやろうという意欲が湧いてきたという声は非常によく聞いております。 

 日本全国いろいろな地域でいろいろなホールが活動をしておりますけれども、東京首都

圏あるいは大都市圏以外の館でも、かなり特色を持って存在感をだんだん見せつつある文

化施設は、全国で結構見られ始めているように私は実感しているので、それがどういうふ

うに計測できるかという点は確かにございますけれども、私は一定の効果はきちんと上げ

ている事業ではないかなというふうには感じております。 

○石田専門委員 各館は生き残りをかけているので、これがあるから各館が生き残りをか

けるので自主努力でやっているようにちょっと見えないような気はするのですけれども、

2,000館で毎年いらっしゃるのは800ぐらいですか。 

○田村長官官房付 そうですね。 

○石田専門委員 先ほどおっしゃったように、館によって事情が違うのですね。あるいは、

エリアによって事情が違うわけですね。その分析とかをされて、今年はこういうことの研

修をやろうとかという、その研修内容は一律ではできないので、分けて、ローリングみた

いなものはされていらっしゃるのですか。 

○田村長官官房付 研修は、毎年テーマがありまして、そのテーマに沿った研修内容をし

ています。 

 それと、ローリングという言い方でいいのかどうかちょっとあれですけれども、毎年そ

れぞれ違った内容で研修内容のプログラムを設定しておりますので、その時々のトピック

等々があると思うのですけれども、そういった題材を取り上げて、その年の研修内容を設

定しているという状況になっていますので、毎年同じ内容をしているという状況ではござ
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いません。劇場にとってその年々の話題になっていること、問題になっていること、課題

になっていること、そういったものを取り上げて、この研修の中でフィードバックなり情

報なりを皆さんと共有すると。今後どうしていけばいいのかというようなことを、ここで

答えは出ないのかもしれませんけれども、皆さんと同じ情報を共有して考えていくという

ような設定にさせてもらっているところです。 

○石田専門委員 さまざまな課題を抱えた人が交流することに意味があるというところが

ありますか。意見交換会。 

○田村長官官房付 それもあります。 

○石田専門委員 ３ページの「研修教材の製作企画・編集・発行」で、一番下のところで、

配布先は、文化庁に20部、あとは、希望した者（１者１部まで）。これは去年とか一昨年

とかは何部ぐらいの希望があったのですか。 

○見野専門職 去年の公立文化施設が約2,000ございまして、そこにはほぼ１館１冊という

ことで、希望をいただいてから送付をしているという形にはなっております。 

○石田専門委員 それというのは、こういうのをつくったので、御利用の方と言ったら、

「くれるなら頂戴」なのか、それとも、その内容をホームページで見せて募るのですか。

すごい厚いのですか。 本みたいになっているのですね。 

○見野専門職 はい。 

○石田専門委員 「これですよ」という内容の概要があって、欲しい方と言うと手が挙が

って、申込でほぼ全館に配るという感じですか。 

○見野専門職 そうです。 

○石田専門委員 わかりました。ありがとうございました。 

○清水専門委員 競争性の担保のところでお聞きしたいのですけれども、ずっと１者で何

年間も続いているのですけれども、この業者だけしか参加してこないというか、ここが１

者ずっと続いているという原因はどういうものだと分析されていますか。 

○饗場室長補佐 文化庁側としても、例えば入札説明会を開いたり、期間を長くしたりと

いう、できる限りの工夫はさせてもらっておるところではあるのですけれども、過去の例

でいきますと、説明会に２者来たというような状況があります。ただ、応札のときになり

ましたら、１者ということではありました。 

 原因として考えられるというか、理由として考えられるのは、こういった全国規模の劇

場をある程度ひとまとめにして、それぞれの地域ごとにも研修会を開いているのですけれ

ども、そういったところをコーディネートする。劇場にとって必要な情報だったり、その

時々の課題であったりというようなことを取りまとめて研修の内容として取り上げて、そ

ういったことを研修内容で実施していくというようなことを行うとなると、なかなか専門

的なことになってきてしまうということもあり、今まで受けてきている全国公立文化施設

協会（公文協）しか手が挙がってこないのかなというふうには考えております。 

○清水専門委員 毎年、契約者が一緒ということなので、専門性あるいはそういう業務に
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精通してくると、ほかの業者がますます参加しにくいというふうになるのかなと思うので

すけれども、少なくとも競争性を確保しようとした場合には、どうして１者になるかとい

う原因が特定されるというか、分析をされて、それを解消する努力を要項の中に入れてい

かなければ、ずっと解消できないですね。 

 技術的な問題は私もちょっとわかりませんけれども、例えばエリアが広過ぎるとかいろ

いろな問題があったらば、そういうものを解消する方法は、今後考えられるのかどうか。

考えられなければ、なかなか変わっていかないですね。あるいは、２者で来られるのでは

なくて、もう少したくさんの業者に来てもらえれば良いと思います。受けられる業者がど

のくらいあるのかよくわからないので、何とも申し上げられないのですけれども、その辺

のところの工夫を今後するつもりがあるかどうかということだと思います。全くないとい

うことだったら、ここで決まってしまいますからね。その辺のところについての御見解を

お聞かせいただければと思います。 

○田村長官官房付 ここで基盤整備事業の中に盛り込まれているものは、いずれも今後の

劇場・音楽堂等の基盤の充実といいますか、活性化の基盤となるものを形づくっていく非

常に重要なものばかりですので、その内容を緩和して、もっと参入しやすいような形にす

るという方向に持っていくのはなかなか難しいかなというのが我々の今のところの考えで

す。 

 ただ、先ほど先生方から御指摘ありますように、それであれば、もうちょっと参入しや

すい環境を考えていく必要があるのではないかという御指摘は、まさにそのとおりだと思

いますので、先ほども申し上げましたように、入札の資格の点とか、それから、準備のた

めの必要な期間とか、そういうものは目いっぱい考慮させていただいた上で実施させてい

ただくという形をとらせていただければと思います。 

○清水専門委員 努力が報われて、少しでも参加者が増えてくることになるといいと思い

ます。 

 もう一つ、落札率が、23年から毎年100％で同じになっているのですけれども、これはど

ういう仕組みで100になってしまうのですか。 

○饗場室長補佐 応募するときに、こちらとしての契約予定金額を示した上で、公募をし

ておりますので、100％に近くなっているのかなと思います。 

○清水専門委員 100そのものですね。全く同じ金額ですね。 

○饗場室長補佐 はい。 

○清水専門委員 いろいろな理由で１者応札になるということになると、競争性ではなく

て、今度は効率的な運営になっているかどうかという側面も一緒に併せて見る必要がある

と思います。落札率についての数字も、どういうやり方でこれを変えるかというのは、技

術的な問題、あるいはどういうやり方で業者との間でやりとりするかというのはある種の

制約があるのかもしれないですけれども、この辺のところも少し工夫が必要かなと思いま

す。 
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○饗場室長補佐 わかりました。 

○石田専門委員 別紙２ですね。全国劇場・音楽堂等アートマネジメント研修会は、２泊

３日で、オリンピック記念青少年総合センターで800人前後の人が来て、基調講演を大きい

のをやって、分科会で分かれるというやり方ですね。ほかにもいろいろなことをやって、

それを一つにするから割と大掛かりな事業で１億円なので、「できない」という形になり

ますけれども、下のほうの地域別だったら、９施設なので、参加者数を見ると、９で割る

と、１会場60人ぐらいですね。だから、カテゴリーを分けてもいいかなというのと。 

全国のマネジメント研修会というのも、これは企画競争ですね。この金額でいかに各地

域のエリアで抱えている劇場・音楽堂等を活性化するために何かいい研修会をやる企画を

してくださいよというふうにしたほうが、民間活力は生かされるのではないか。民間のア

イデアをもっと生かす余地がある気がします。言葉は悪いですけれども、例えば学会など

で大きな全国大会というと、基調講演があって、いろいろ分かれてというのと同じですね。

テーマは違うが、毎年同じ雰囲気で安心感はあるけれども、せっかく民間活力ということ

であれば、企画競争で、違うことをちょっとやりたいけれども、こっちにはアイデアがな

いけれども、民間のほうでプレゼンしてくれないですかと言ったら、いろいろなアイデア

が出てきて、おもしろいような気はします。でも、すごい手間だとは思います。一応感想

です。 

○饗場室長補佐 おっしゃるとおりでございます。ありがとうございます。 

○古笛主査 これは単年度契約しか難しいということですか。 

○田村長官官房付 国の事業ですので、基本的には単年度事業という形で位置づけられて

いるものでございます。 

○古笛主査 23年以降のことしかわからないのですけれども、落札金額は年々下がってき

てはいるのでしょうか。 

○饗場室長補佐 ほぼ横ばいでございます。 

○古笛主査 ずっと１者が落札してきているので、仮にほかの方が参加されなくても、そ

の１者でずっとやってきているということであれば、ノウハウも蓄積されているだろうし、

そういった意味では横ばいでずっとというのは、逆に言うと、１者だからというところも

あるかと思うので、その辺りの工夫も必要なのかなというふうには思います。 

 それでは、この程度でよろしいでしょうか。 

 では、本実施要項（案）の審議は、これまでとさせていただきます。 

 事務局から何か確認すべき事項はございますか。 

○事務局 特にございません。 

○古笛主査 それでは、本実施要項（案）については、今後実施される予定の意見募集の

結果を後日入札監理小委員会に確認した上で、議了とする方向で調整を進めたいと思いま

す。 

 文化庁におかれましては、本日の審議や意見募集の結果を踏まえて、引き続き、御検討
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いただきますようお願いいたします。 

 また、委員の先生方におかれましては、本日質問できなかった事項や確認したい事項が

ございましたら、事務局にお寄せください。 

 事務局において整理をしていただいた上で、各委員にその結果を送付していただきます。 

 本日はありがとうございました。 

（文化庁②・傍聴者退室） 




